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中
央
区
で
は
平
成
１９
年
１２
月
に
住

宅
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
中
間
報
告
で
「
い

き
い
き
と
し
た
魅
力
あ
ふ
れ
る
都
心

定
住
環
境
の
実
現
」
と
い
う
基
本
理
念

の
下
に
、
左
表
の
よ
う
に
４
つ
の
基
本

目
標
に
そ
れ
ぞ
れ
マ
ン
シ
ョ
ン
支
援

施
策
を
位
置
付
け
て
い
ま
す
。 

 

 

区
独
自
に
「
揺
れ
る
高
層
住
宅
！

そ
の
時
あ
な
た
は
…
」
と
い
う
地
震

の
際
の
リ
ア
ル
な
シ
ュ
ミ
レ
ー
シ

ョ
ン
の
Ｄ
Ｖ
Ｄ
を
作
成
し
、
無
料
で

貸
し
出
し
て
い
ま
す
。
区
内
の
マ
ン

シ
ョ
ン
住
民
や
理
事
会
が
出
演
す

る
ド
ラ
マ
仕
立
て
で
す
。 

ま
た
５
階
ご
と
に
防
災
備
蓄
倉

庫
の
設
置
を
指
導
し
、
設
置
費
用

は
、
共
用
部
分
改
修
費
用
助
成
項
目

に
含
め
て
い
ま
す
。 

 

マ
ン
シ
ョ
ン
居
住
世
帯
率
８
６
％
で
全
国
一
位
（
平
成
１７
年
国

勢
調
査
）
の
東
京
都
中
央
区
は
、
全
国
初
の
マ
ン
シ
ョ
ン
共
用
部

分
の
改
修
補
助
、
耐
震
改
修
へ
の
補
助
、
屋
上
や
壁
面
緑
化
の
補

助
、
防
災
マ
ニ
ュ
ア
ル
パ
ン
フ
や
Ｄ
Ｖ
Ｄ
を
作
成
す
る
な
ど
、
マ

ン
シ
ョ
ン
支
援
策
の
先
進
自
治
体
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
４
月
１５
日
、
中
央
区
を
視
察
し
、
浦
安
市
で
は

ま
だ
実
施
さ
れ
て
い
な
い
数
々
の
支
援
施
策
を
調
査
し
ま
し
た
。 

 

中
央
区 

は
マ
ン
シ 

ョ
ン
管
理 

士
派
遣
は 

行
っ
て
い 

ま
す
が
、 

浦
安
市
の 

よ
う
に
マ 

ン
シ
ョ
ン 

み
ら
い
ネ 

ッ
ト
（
修 

繕
履
歴
等 

の
ネ
ッ
ト 

上
の
公
開 

）
加
入
を
管
理
士
無
料
派
遣
の
条
件

に
は
し
て
い
ま
せ
ん
。
理
事
会
に
と

っ
て
経
済
的
、
時
間
的
負
担
と
な
る

の
で
、
国
が
進
め
る
施
策
で
も
、
区

と
し
て
は
断
っ
た
と
い
い
ま
す
。 

安心安全な住まい・まちづくり 
● 防犯アドバイザー派遣 

● 防犯設備整備費助成（防犯カメラ等購
入費用の２分の１、限度額５０万円） 

良好なマンションストックの形成 
● マンション管理要綱制定 

● マンション管理台帳作成 
● マンション管理士派遣（１回２時間程

度、１管理組合につき年度内１０回まで） 
● 管理セミナー、管理相談 

● 耐震診断費用助成（費用の３分の２、
限度額 200 万円） 

● 耐震改修費用助成（費用の２分の１、
限度額 1000 万円） 

● 共用部分改修費用助成（設計費用 100
万円、住宅部分の工事費用 1000 万円限

度） 
● 建替え・改修アドバイザー制度利用

助成（全額） 
● マンションを含む共同化による建

替え支援 
● 計画修繕調査費助成 

● アスベスト調査費助成（調査費用の２
分の１、限度額３０万５千円） 

● 管理組合交流会 
ライフステージに対応した居住の支援 

● 子育て支援マンションの認定 
● 開発の際の子育て支援整備の誘導 

魅力ある住環境づくり 
● 管理組合及び管理会社の名簿の作

成 
● 大規模開発事業（3 千㎡以上）にあ

わせたコミュニティ関連施設整備
の誘導 

● 屋上緑化・壁面緑化等の推進（緑化
費用の 3分の２、限度額 200 万円） 


